
【基本事項】 ・評議員の選定は、あくまで「評議員選定委員会」の権限。（評議員選定委員会の判断を縛る規程制定等は違法）
・評議員の選定に当たっては、以下の事が重要。
　　①役員の選任、理事会の業務執行と決算について、大所高所から論議をし、承認をする場として位置づけが強化されたことを認識して選出して頂く。
　　②各加盟団体からの利益代表ではなく、日本セーリング界の全体の事を考えてもらう人物を選出して頂く。
・理事会は、あくまで評議員選定委員会へ参考資料として「評議員候補者推薦名簿」を提出する予定。

加盟団体

水域 水域 全国組織 艇種別

ケース１ 現状（加盟団体全参加） 75～99名 62名 11名 9名 13名 1名 96名 0名

ケース２ 49名　人口比配分 37～49名 5名 0名 4名 49名 3～5名

ケース３ 49名　競技人口比配分 37～49名 5名 0名 3名 49名 3～5名

参　考 21名　人口比配分 16～21名 2名 0名 4名 21名 1～2名

修正ケース３ 51名　競技人口比配分 37～51名 3名 51名 3～5名

【ケース３】 ・基本事項に加えて、評議員会への委任出席が認められない事を考慮し定数を設定。
・定数の上限値：公益法人移行後の理事数は現行の寄付行為と同数であることから、その数を下回らない49名に設定。
・定数の下限値：評議員の任期中の減少リスクも考慮し、寄付行為の評議員定数の幅と同じ比率で、37名（上限値の75％）に設定。
・理事会が「評議員選定委員会」に参考として提出する「候補者推薦名簿」は、各水域からの推薦をベースにケース３により作成。

【修正ケース３】 ケース3に下記の修正を加えて定数を51名とし、理事会から評議員選定委員会に参考提示する評議員候補推薦枠とする。
（最　終） ・水域推薦枠が1名である北海道と四国を、2名に増員。

・艇種別協会を全国組織に加えて、全体枠を6名として１名増員。
・推薦数のもっとも大きい関東水域から1名を調整。

【選定手続】  6月18日　　 評議員会で、「評議員選定委員会」の設置、「運営要綱」、「選定委員」を承認
　　  下旬　　 旧主務管庁（文部科学省、国土交通省）に、「評議員選定委員会」設置許可を申請
　 　 　　　　　 理事会として「評議員選定委員会」に提示する「評議員候補者推薦名簿」の策定に当たり、各水域等へ推薦依頼を行う。
 7月初旬　 　旧主務官庁より「評議員会選定委員会」設置許可
　 　 下旬　　 理事会における「評議員候補者推薦名簿」の作成完了
 8月初旬　 　「評議員選定委員会」設置。理事会が作成した推薦名簿を参考資料として提出。
　　  中旬　　 公益法人移行後の評議員の選定完了。
 9月　3日　　 理事会に報告
10月15日　 　臨時評議員会に報告
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評議員定数の検討

評議員数
特別加盟団体

検討ケース



会員比率

(人） 小計 X/A (%) 4０名按分 配分 比率 現評議員数 差 削減率

水
域

北海道水域 加盟 1 北海道セーリング連盟 217

加盟 2 外洋北海道 19
特別 3 南北海道外洋帆走協会 0 236 2.6% 1.0 2 3.9% 3 -1 33.3%

東北水域 加盟 1 青森県セーリング連盟 73
加盟 2 岩手県ヨット連盟 110
加盟 3 宮城県セーリング連盟 218
加盟 4 秋田県セーリング連盟 26
加盟 5 山形県セーリング連盟 53
加盟 6 福島県セーリング連盟 27
加盟 7 外洋津軽 29
加盟 8 外洋いわき 26
特別 9 石巻ヨットクラブ* 23 585 6.3% 2.6 3 5.9% 8 -5 62.5%

関東水域 加盟 1 茨城県セーリング連盟 79
加盟 2 栃木県セーリング連盟 9
加盟 3 群馬県セーリング連盟 18
加盟 4 埼玉県セーリング連盟 10
加盟 5 千葉セーリング連盟 277
加盟 6 東京都ヨット連盟 512
加盟 7 神奈川県セーリング連盟 666
加盟 8 山梨県セーリング連盟 47
加盟 9 外洋東京湾 173
加盟 10 外洋三崎 411
加盟 11 外洋三浦 318
加盟 12 外洋湘南 371
加盟 13 外洋東関東 7
特別 14 東京ヨットクラブ 31
特別 15 葉山マリーナヨットクラブ 0
特別 16 江ノ島ヨットクラブ 80
特別 17 シーボニアヨットクラブ 0
特別 18 横浜クルージングクラブ* 21
特別 19 湘南サニーサイドマリーナ* 23
加盟 20 新潟県セーリング連盟 72
加盟 21 長野県セーリング連盟 31 3,156 34.1% 14.0 13 25.5% 19 -6 31.6%

中部水域 加盟 1 静岡県セーリング連盟 155
加盟 2 愛知県ヨット連盟 364
加盟 3 三重県セーリング連盟 72
加盟 4 岐阜県セーリング連盟 71
加盟 5 外洋駿河湾 73
加盟 6 外洋東海 460 1,195 12.9% 5.3 5 9.8% 6 -1 16.7%

近畿北陸水域 加盟 1 富山県セーリング連盟 151
加盟 2 石川県セーリング連盟 120
加盟 3 福井県セーリング連盟 63
加盟 4 滋賀県セーリング連盟 198
加盟 5 京都府セーリング連盟 212
加盟 6 外洋近北 7
特別 7 琵琶湖ヨット倶楽部 10
特別 8 京都ヨットクラブ* 0 761 8.2% 3.4 3 5.9% 7 -4 57.1%

関西水域 加盟 1 大阪府ヨット連盟 264
加盟 2 兵庫県セーリング連盟 382
加盟 3 奈良県セーリング連盟 72
加盟 4 和歌山県セーリング連盟 108
加盟 5 外洋内海 336
特別 6 淡輪ヨットクラブ 3
特別 7 関西ヨットクラブ 71
特別 8 大阪北港ヨットクラブ 27
特別 9 須磨ヨットクラブ* 0 1,263 13.7% 5.60 6 11.8% 8 -2 25.0%

中国水域 加盟 1 鳥取県セーリング連盟 74
加盟 2 島根県ヨット連盟 15
加盟 3 岡山県セーリング連盟 131
加盟 4 広島県セーリング連盟 259
加盟 5 山口県セーリング連盟 149
加盟 6 外洋西内海 151 779 8.4% 3.5 4 7.8% 6 -2 33.3%

四国水域 加盟 1 香川県ヨット連盟 151
加盟 2 徳島県ヨット連盟 28
加盟 3 愛媛県セーリング連盟 72
加盟 4 高知県セーリング連盟 45
特別 5 徳島ヨットクラブ 0 296 3.2% 1.3 2 3.9% 5 -3 60.0%

九州水域 加盟 1 福岡県セーリング連盟 294
加盟 2 佐賀県ヨット連盟 96
加盟 3 長崎県セーリング連盟 114
加盟 4 熊本県セーリング連盟 61
加盟 5 大分県セーリング連盟 67
加盟 6 宮崎県セーリング連盟 72
加盟 7 鹿児島県セーリング連盟 158
加盟 8 外洋玄海 43
加盟 9 外洋南九州 35
特別 10 福岡ヨットクラブ 0
加盟 11 沖縄県セーリング連盟 41
加盟 12 外洋沖縄* 0
特別 13 八重山ヨット倶楽部* 0 981 10.6% 4.3 4 7.8% 11 -7 63.6%

水 域 計  (A) 9,252 ― 100.0% ― 42 82.4% 73 -31 42.5%

全国連携組織 特別 1 全日本学生ヨット連盟 0 0 ― ― ― 1
特別 2 高体連ヨット部会 0 0 ― ― ― 1
特別 3 日本ｼﾞｭﾆｱﾖｯﾄｸﾗﾌﾞ連盟 131 131 ― ― ― 1
特別 4 日本ヨットクラブ連盟 0 0 ― ― ― 1
特別 5 全日本実業団ヨット連盟 6 6 ― ― ― 1
特別 6 全日本自治体職員ﾖｯﾄ連盟 13 13 ― ― ― 1
特別 7 NPOヨットエイドジャパン 3 3 ― ― ― 1
特別 8 日本視聴覚障害ｾｰﾘﾝｸﾞ協会 21 21 ― ― ― 1
特別 9 日本ヨットマッチレース協会 0 0 ― ― ― 1
特別 10 日本学生外洋帆走連盟 0 0 ― ― ―

艇種別協会 特別 765 0 ― ― ― 13

全国連携組織+艇種別協会　計 (B) 939 ― ― ― 6 11.8% 22 -16 72.7%

総 計 （A+B) 10,191 ― ― ― 48 94.1% 95 -47 49.5%

― ― ― ― 3 5.9% 1 2 -200.0%

51 100% 96 -45 46.9%

5 ― 0 5 ―
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修正ケース3　評議員定数と推薦枠 （計51名 21Fy会員数≒競技人口比配分を一部修正）
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選出団体種別
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